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仕事と家庭の両立支援に向けた課題について 

（データ集） 
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◇仕事と育児の両立 

（１）第１子出産前後の女性の就業状況の変化 

○母の出産１年前の就業状況別にみた現在の就業状況（きょうだい数１人（本

人のみ）の場合）（ｎ＝２２，９１４） 
有職 73.5% 

74.3

25.6

17.8

47.2 22.5 3.8

3.1

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出産半年後

出産１年前

無職

勤め（常勤）

勤め（パート・ア
ルバイト）

自営業等

          

67.4 23.9

3.7

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出産１年前の有

職者の出産半年

後の就業状況 
 

 

 

有職 32.2%
 

 

出典：厚生労働省「第１回２１世紀出生児縦断調査結果」（平成１４年） 

 

○子どもの出生年別、第１子出産前後の就業経歴の構成の推移 

 

5.1 8.0 10.3 13.8

19.9 16.4 12.2
11.5

35.7 37.7 39.5
41.3

34.6 32.3 32.0 25.2

4.7 5.7 6.1 8.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1985～89年 1990～94年 1995～99年 2000～04年

子どもの出生年

妻
の
構
成

（
％

）

その他・不詳

妊娠前から無職

出産退職

就業継続（育休なし）

就業継続（育休利用）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）１歳以上の子を持つ初婚どうし夫婦について、第１２～第１３回調査を合わせて集計。 

    出産前後の就業経歴 

     就業継続（育休利用） － 第１子妊娠前就業～育児休業取得～第1子1歳時就業 

     就業継続（育休なし）  － 第１子妊娠前就業～育児休業取得なし～第1子1歳時就業 

     出産退職         － 第1子妊娠前就業～第1子１歳時無職 

     妊娠前から無職      － 第1子妊娠前無職～第１子1歳時無職 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査」（平成１７

年） 



（２）育児休業取得率の推移 

○出産者又は配偶者が出産した者に占める育児休業取得者の割合（事業所規模 5

人以上） 

72.3

70.6

64.0

56.4

0.50

0.56

0.33

0.42

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平成１７年度

平成１６年度

平成１４年度

平成１１年度

男性

女性

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成１７年） 

 

 

（３）女性が仕事をやめた理由・両立が難しかった具体的理由 

○「出産１年前には雇用者で現在は無職」で就学前の子どもがいる女性が仕事

をやめた理由（ｎ＝５１７） 

家事・育児に
専念するため
自発的にやめ

た, 52.0仕事を続けた
かったが仕事
と育児の両立
の難しさでや

めた, 24.2

出産・育児と
関係ない理由
でやめた, 7.4

解雇された、
退職勧奨され

た, 5.6

特にない, 2.3
その他, 8.5

 

     注）調査対象は「出産１年前時点で雇用者として勤務していた現在無職の女性で就学 

前の子どもがいる者」 

 

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 
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○「仕事を続けたかったが仕事と育児の両立の難しさでやめた」と回答した者

の両立が難しかった具体的理由（ｎ＝１２５） 

12.0

20.0

21.6

23.2

27.2

28.8

32.8

32.8

36.0

52.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

家族がやめることを希望した

育児に対する配慮や理解のない職場だった

会社に育児休業制度がなかった

つわりや産後の不調など妊娠・出産に伴う体調不良のため

保育園等に子どもを預けられそうもなかった（預けられなかっ
た）

子どもの病気等で度々休まざるを得ないため

保育園等の開所時間と勤務時間が合いそうになかった（合
わなかった）

育児休業を取れそうもなかった（取れなかった）

自分の体力がもたなそうだった（もたなかった）

     注）調査対象は「出産１年前時点で雇用者として勤務していた現在無職の女性で就学 

前の子どもがいる者」 

 

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年）
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○結婚時・第一子の出産、子育て時に仕事をやめた理由（３つまで選択。結婚：

ｎ＝９０８、第一子出産・子育て：ｎ＝８１４） 

27.0

24.2

20.6

17.5

13.2

9.7

8.9

8.8

6.5

3.2

28.0

38.9

19.2

53.3

15.8

8.0

8.4

13.1

11.4

6.3

4.1

8.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

体力・時間的に厳しかったから

辞めるのが当たり前だと思ったから

家事・育児に時間をとりたかったから

両立の努力をしてまで続けたいと思える仕事ではな

かったから

配偶者・パートナーが希望したから

子どもがほしかったから

職場に仕事と家庭の両立を支援する制度がなかったか

ら

同じような状況で仕事を続けている人が職場にいな

かったから

職場に仕事と家庭の両立に対する理解がなかったから

配偶者・パートナーの親や自分の親など親族の意向

だったから

その他

結婚時 第一子出産・子育て時

     注）調査対象は「30～40 代の女性」 

出典：内閣府「女性のライフプランニング支援に関する調査報告書」（平成１９ 

年） 

 

（４）育児休業制度の有無・認知の有無と就業継続 

○第一子妊娠・出産時の育児休業制度の有無別・退職／継続就業選択 

28.8

18.9

8.6

45.4

51.7

33.5

6.3

6.9

10.0

19.6

22.5

47.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知らない（n=240）

制度なかった（n=333)

制度あった（n=451）

妊娠がわかった時点でやめた 出産前にやめた 出産後に復職せずにやめた やめなかった

 

出典：労働政策研究・研修機構「仕事と育児の両立支援―企業・家庭・地域の

連携を―」（平成１８年） 
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（５）父親が育児休業を取得しない理由 

○父親が育児休業を取得しなかった理由（複数回答） 

45.8

7.2

48.6

13.3

9.2

46.8

11.7

5.2

2.2

47.5

28.1

57.3

24.0

25.6

54.6

6.3

6.5

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

父親が休む必要がなかった（妻が育児休業を取得し
た、保育園に入れたなど）

父親がひとりで育児はできない・したくない

父親が仕事の都合がつかなかった（仕事が中断でき
ない、職場で理解が得られない等）

父親が仕事を休みたくなかった

父親の給料が母親よりも高かったから

父親の給料が入らないと経済的に困るから

父親も育児休業がとれることを知らなかった

その他

特にない・わからない

雇用者男性（n=997) 雇用者女性（n=882）

     注）調査対象は「民間企業雇用者で就学前の子どもがいる男女」 

出典：日本労働研究機構「育児と介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 

 

 

（６）男性の育児休業取得ニーズ 

○男性の育児休業取得希望 

34.1

27.7

41

40.8

2.4

3

22.5

28.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得したい・できれば取得したい わからない

無回答 あまり取得したくない・取得したくない

 

潜在的ニーズ層（N＝２９３） 

 
男性・全体（N＝８４３） 

注）潜在的ニーズ層：雇用就業者で、「未婚」「既婚・子どもなし」「既婚・ 末子年齢 

１２歳以下」の男性で、子どもを「近いうちに持つ予定である」「いつかはもつと思う」

「わからない」と回答している男性 

 

出典：労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和を可能にする社会システム

の構築に関する研究」（平成１９年） 

 

 6



○男性の育児休業取得に関する考え方 

 

 

 

        

         

         

    注）子育て層とは「0～15 歳の子どもをもつ者」、子どものいない既婚層とは「子ども 

のいない 25～35 歳の既婚者」 

出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査事業調査報告書」 

（平成１２年度） 

 

（７）育児ノイローゼや産後うつの経験 

○育児ノイローゼや産後うつではないかと思った経験 

41.0

40.3

40.8

44.5

43.6

49.9

14.5

9.4

15.7
0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無職女性（本人について質問）（ｎ=517）

雇用者男性（妻について質問）（ｎ=1042）

雇用者女性（本人について質問）（ｎ=1005）

ある（あると思う） ない（ないと思う） わからない 妻はいない

   注）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。 

注）男性の場合は、「妻が育児ノイローゼや産後うつではないかと思ったことはあります

か」という質問。「妻はいない」の選択肢は雇用者男性に対するもの。 

出典：日本労働研究機構「育児と介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 
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（８）企業の育児支援制度の利用ニーズ 

○子育てしながら働く場合に、職場の環境や制度として必要だと思うこと（複

数回答。ｎ＝３，１００） 

3.5

23.4

31.8

67.2

67.5

68.4

71.8

79.4

83.2

87.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

先輩や上司の女性に自分が理想のモデルとする人
がいること

仕事にやりがいがあること

フレックスタイム制度や在宅勤務など柔軟な働き方
ができること

残業や休日出勤がないこと

子育て期に短時間勤務ができること

育児休暇がとれること

職場の同僚に理解があること

上司に理解があること

子どもが病気の時や学校の行事などで休みがとれ
ること

     注）調査対象は「30～40 代の女性」 

出典：内閣府「女性のライフプランニング支援に関する調査報告書」（平成１９

年） 

 

○企業が行う育児支援制度について、「利用している」「利用していないができ

れば利用したい」もの（複数回答。ｎ＝２，０４７） 

2.5

5.8

2.5

13.0

9.7

6.1

15.1

14.1

1.3

16.9

25.1

23.0

26.6

32.5

29.7

32.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

その他

休日労働の免除

ベビーシッターの費用補助

残業免除

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

在宅労働

フレックスタイム制

短時間勤務制度

利用している 利用していないができれば利用したい

 

注）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。 

注）「短時間勤務制度」＝「１日当たりの勤務時間の短縮」＋「週・月の所定労働日を減ら

す」。重複分は除く。 

 

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 
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（９）企業の育児支援制度の利用状況 

○企業が行う育児支援のうち、現実に利用しているもの（複数回答。ｎ＝ 

２、０４７） 

6.2

18.9

3.5

5.1

5.7

0.7

1.8

2.3

1.4

70.7

25.3

11.1

8.9

14.5

20.7

2.6

3.2

9.5

3.6

46.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

短時間勤務制度

フレックスタイム制

在宅労働

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

残業免除

事業所内託児施設

ベビーシッターの費用補助

休日労働の免除

その他

何も利用していない

男性雇用者 女性雇用者

 

注）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。 

注）問いは、「企業が行う育児支援のうち、現実に利用しているものはどれですか」。 

注）「短時間勤務制度」＝「１日当たりの勤務時間の短縮」＋「週・月の所定労働日を減ら

す」。重複分は除く。 

 

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 
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○企業が行う育児支援の利用経験（複数回答。ｎ＝１，５５３） 

1.3

3.9

0.5

12.6

0.1

5.3

1.2

0.4

8.6

11

22.3

16.7

0.7

18.2

6.5

2.4

0 5 10 15 20 25

深夜業の制限

時間外労働の制限

短時間勤務制度

フレックスタイム制

在宅勤務

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

所定外労働をさせない制度

事業所内託児施設

男性雇用者 女性雇用者

 

     注）調査対象は「10 人以上規模企業の 40 歳以下の正社員」 

     注）選択肢「①現在の勤務先で利用した、②以前の勤務先で利用した、③利用したこ

とがない」のうち、①と②の合計（重複分は除く）。 

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計

中） 

 

 

（10）子を持つ母親の働き方 

○子を持つ母親の働き方として、子どもの年齢ごとに望ましいと思うもの（ｎ

＝１，５５３） 

（※上位２つのセルに色づけ） 

 残業のあ

る働き方 

残業のな

い働き方

短時間勤

務 

在宅勤務 育児休業 子育てに

専念 

無回答 

１歳まで 0.6 3.1 4.1 1.4 45.7 42.4 2.6

１歳半まで 1.1 8.6 16.2 5.9 31.4 34.4 2.4

３歳まで 1.9 16.2 30.7 9.5 14.5 25.0 2.3

小学校就学前まで 3.2 30.6 41.0 7.5 3.5 11.6 2.6

小学校３年生まで 7.0 43.8 37.2 5.3 0.8 3.9 2.1

小学校卒業まで 14.8 51.4 25.7 3.0 0.3 2.8 2.1

     注）調査対象は「10 人以上規模企業の 40 歳以下の正社員」 

 

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計

中） 

 

 10



○子どもができた女性の正社員の望ましいライフコース（ｎ＝５０４） 

1.8

2.2

1.2

2.6

3.0

76.6

12.7

5

1.6

6.2

12.9

5

55.4

13

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

よくわからない

その他

退職した後仕事を持たない

退職した後パートや派遣等

退職した後再就職してフルタイム

育休等取得後短時間からフルタイム

育休等取得後もフルタイムで働く

育休取得者総計 一般組合員総計

     注）調査対象は「電機連合直加盟 133 組合の組合員（年齢等の指定なし）」。 

     注）「育休取得者」は「過去５年以内に育児休業から復職した組合員」 

      

出典：電機連合「仕事と生活の調和に関する調査結果」（平成１９年） 

 

 

（11）短時間勤務制度の利用意向 

○育児のための短時間勤務制度の利用意向（勤務先の制度の有無にかかわらず）

（ｎ＝１，５５３） 

18.8

16.6

11.8

16.2

14.4

16.2

17.6

15.9

23.4

16.2

10.8

17.4

40.8

44.3

40.0

42.0

0.9

5.1

18.2

6.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

恒常的に残業がある

忙しい時期には残業がある

基本的には残業はない

全体

わからない 利用する必要がない 利用したいと思わない 利用したいと思う 現在利用している

     注）調査対象は「10 人以上規模企業の 40 歳以下の正社員」 

注）回答者本人の普段の働き方とのクロス集計 

 

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計

中） 
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（12）育児支援で利用したいものを実際は利用していない理由 

○企業が行う育児支援で利用したいものを実際は利用していない理由（利用し

ていないができれば利用したいと回答した者） 

76.3

94.7

93.8

96.6

68.9

85.1

80.1

84.7

69.8

2.6

1.8

1.6

1.3

4.0

3.4

3.9

13.3

1.7

2.5

0.8

19.4

6.7

11.8

6.1

20.9

7.8

1.8

2.1

1.3

7.7

4.8

4.2

1.5

4.3

7.7

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

休日労働の免除（ｎ=346)

在宅勤務（ｎ=665)

ベビーシッター費用補助（ｎ=514）

事業所内託児施設（ｎ=530)

残業の免除（ｎ=470)

週・月の所定労働日を減らす（ｎ=477)

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（ｎ=544)

フレックスタイム（ｎ=608)

1日あたりの勤務時間の短縮（ｎ=325)

職場に制度がない 制度はあるが自分には適用されない 制度はあるが利用しづらい その他

    注）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。 

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年） 

 

（13）両立支援制度の導入状況別、女性正社員の継続就業のパターン 

最も多い継続就業のパターン               （％）

区分 調査数 全体 結婚や自

己都合で

退職 

妊娠や出

産を機に

退職 

育児休業

を利用す

るが１～

２年後に

退職 

育児休業

を利用し

てその後

も継続就

業 

出産後、

育児休業

を利用し

ないで継

続就業 

無回答 

 

全体 
446 100.0 46.9 11.4 4.0 36.1 0.9 0.7

制度導

入が進

んでい

る企業 

193 100.0 35.8 9.8 2.6 50.3 0.5 1.0

制度導

入が進

んでい

ない企

業 

249 100.0 54.6 12.9 5.2 25.7 1.2 0.4

    注）「育児・介護支援等の制度（12 項目）」により、企業を 13 に区分。「得点 0～4」

を「制度導入が進んでいない企業」、「得点 5～12」を「両立支援制度が進んでいる

企業」とした。 

出典：ニッセイ基礎研究所「両立支援と企業業績に関する研究会報告書」（平成

１８年） 
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（14）仕事と育児の両立を支援する取組が、企業業績に与えるプラス面（N= 

２，００６） 

51.3

22.3 21.2
19

12.8
9.7 9

0.3

8.3

0

10

20

30

40

50

60

優
秀
な
人
材
が
や
め
な

い
で
す
む

優
秀
な
人
材
を
採
用

で
き
る

支
援
を
受

け
た
従
業
員

の
会
社

へ
の
忠
誠

心
が
高
ま
り
子
育

て
復
帰
後
貢
献
が
期
待

で
き
る

従
業
員
一
般

の
労
働
意
欲
が
向
上
す
る

一
時
的

に
休
み
を
取
る
従
業
員
が
増
え
る

こ
と
は

、
こ
れ
ま
で
の
仕
事

の
進
め
方
を

見
直
す
契
機
と
な
る

従
業
員
が
仕
事
と
育
児

の
両
立

に
取
り
組

む
中

で
時
間

の
管
理
が
う
ま
く
な
る

育
児
経
験
や
生
活
者

の
視
点
が
ビ
ジ
ネ

ス

に
役
立

つ

そ
の
他

特

に
な

い

%

 

（注） 「Yahoo”リサーチモニター」から抽出し、２，５４３企業（従業員規模別では、

０～２０人が１，５２９社、２１～５０人が２８２社、５１～１００人が１６３社、

１０１～３００人が２３３社、３０１～１０００人が１５４社、１００１人以上が１

８２社となっている。）中、仕事と育児両立支援取組実施の企業業績への影響について

「企業の業績には関係しない」と回答した企業を除いた２，００６企業が回答。 

 

出典：（株）富士通総研「中小企業の両立支援に関する企業調査」（「中小企業白

書」（平成１８年）に掲載） 
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（15）管理職からみた育児休業制度等の両立支援の職場への影響 

○「育児休業制度」「短時間勤務制度」の利用による職場への総合的影響（N

＝６０５） 

14.0

26.6

51.4

3.3 4.10.5

プラスの影響が大きかった

どちらかというとプラスの影響が大きかった

どちらとも言えない

どちらかと言うとマイナスの影響が大きかっ
た
マイナスの影響の方が大きかった

無回答

 

    注）調査対象は、「従業員 100 人超企業の管理職で、過去３年間に部下が育児休業制度

を利用した者」 

 

出典：内閣府男女共同参画局「管理者を対象とした両立支援策に関する意識調

査」（平成１７年） 
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 ○「育児休業制度」「短時間勤務制度」の利用による職場への影響（複数回答

N＝７６４） 

 

1.8

3.4

0.7

2.7

3.0

4.7

4.8

6.9

10.5

12.4

17.5

18.3

19

24.2

37.2

41.5

0.0 5.0 10.
0

15.
0

20.
0

25.
0

30.
0

35.
0

40.
0

45.
0

無回答

その他

利用者が職場で孤立するようになった

職場全体の生産性が上がった

利用者の職場での評価が低くなった

休業中の子育て経験により利用者が仕事の能力を高めた

会社や職場に対する各人の愛情や信頼が深くなった

職場で社員の間に不公平感が生じた

職場の結束が強まった

職場のマネジメントが難しかった

各人が仕事に効率的に取り組むようになった

各人が自分のライフスタイルや働き方を見直すきっかけに
なった

特に影響・効果はなかった

利用者の仕事を引き継いだ人の能力が高まった

両立支援策に対する各人の理解が深まった

仕事の進め方について職場内で見直すきっかけとなった

    注）調査対象は、「従業員 100 人超企業の管理職で、過去３年間に部下が育児休業制度 

を利用した者」 

 

出典：内閣府男女共同参画局「管理者を対象とした両立支援策に関する意識調

査」（平成１７年） 
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 16

◇ 仕事と介護の両立 

（１）男女別事業所規模別介護休業取得者割合 

（％）

  
女性常用労働者に占める

介護休業取得者の割合 

男性常用労働者に占める

介護休業取得者の割合 

 合    計 0.08 0.02 

  ≪0.08≫ ≪0.03≫

〔事業所規模〕  

 ５００人以上  0.08 0.01 

    ≪0.10≫ ≪0.01≫

 １００～４９９人  0.07 0.01 

    ≪0.07≫ ≪0.01≫

 ３０～９９人  0.07 0.01 

    ≪0.05≫ ≪0.01≫

 ５～２９人  0.11 0.03 

    ≪0.11≫ ≪0.05≫

 30 人以上〔再掲〕  0.07 0.01 

     ≪0.06≫ ≪0.01≫

注）労働者に占める介護休業取得者の割合とは、H16.4.1～H17.3.31 までに介護休業を開始した者の

割合。 

注）≪ ≫ は、平成１４年度調査の数値。（H13.4.1～H14.3.31 までに介護休業を開始した割合）

 

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」(平成１７年度） 

 

 



（２）介護のために必要だった連続休暇及び介護開始時の対応（対労働者） 

○介護のために必要だった連続休暇 

 N （％） 

合計 600 100.0 

連続した休みは必要なかった 496 82.7 

連続して２週間未満 48 8.0 

連続して２週間～１ヶ月未満 15 2.5 

連続して１ヶ月～３ヶ月未満 15 2.5 

連続して３ヶ月～６ヶ月未満 6 1.0 

連続して６ヶ月～１年未満 2 0.3 

連続して１年以上 18 3.0 

   注）調査対象は、「介護を必要とする同居家族がいる 30～59 歳の男女」。 

   注）介護開始時に雇用経験があるものをサンプルとした 

 

出典：労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用状況等に関する研究」報

告書（平成１８年） 

 

 

○介護開始時の対応（全体・介護役割別・休みの必要の有無別） 

 

62.4

81.7

46.6

83.4

65.7

37.6

16.3

53.4

16.6

34.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

連続した休みは必要なかった（N＝４８９）

連続した休みが必要だった（N＝１０４）

非主介護者（N＝２９８）

主介護者（N＝３２０）

全体

関わった

関わっていない

   注）調査対象は、「介護を必要とする同居家族がいる 30～59 歳の男女」。 

   注）介護開始時に雇用経験があるものをサンプルとした。 

   注）下記のうちひとつでも「あなたが主に行った」がある場合、「関わった」とした。 

病院・介護施設等の入退院の手続き 
介護のための情報収集・手続き 
介護のための住宅整備に関すること 
介護用品の購入・レンタル等の手配 

 

出典：労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用状況等に関する研究」報

告書（平成１８年） 
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（３）介護休業を取得しなかった理由（対労働者、介護休業を取得しなかった

理由～休みの必要の有無別） 

9.9

11.3

13.6

13.8

14.1

27.5

37.3

46.2

54.6

71.1

81.9

12.1

23.1

15.6

14.9

26.4

38

46.2

65.6

70.5

62

59.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

要介護者が介護休業制度の対象外だった

申請手続きが面倒だった

制度はあったが、自分には適用されていなかった

家族に仕事を休まないように言われた

介護休業制度の内容が使いづらかった

休業を取得すると収入が減ると思った

職場で取得した人がいなかったので情報がな
かった

職場に介護のことを相談する部署がなかった

職場に介護休業制度がなかった

休日・休暇などを活用して介護に対処できた

家族の助け・外部サービスなどを使って、介護に
対処できた

連続した休みが必要だった

連続した休みが必要なかった

   注）調査対象は、「介護を必要とする同居家族がいる 30～59 歳の男女」。 

   注）介護開始時に雇用経験があるものをサンプルとした 

 

出典：労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用状況等に関する研究」報

告書（平成１８年） 
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